
【様式第1号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 66,804,551,930   固定負債 19,599,508,198

    有形固定資産 59,804,128,164     地方債等 16,764,860,006

      事業用資産 23,376,840,239     長期未払金 -

        土地 12,845,482,229     退職手当引当金 1,852,327,275

        立木竹 210,541,410     損失補償等引当金 -

        建物 23,252,614,163     その他 982,320,917

        建物減価償却累計額 -16,258,399,907   流動負債 1,963,589,074

        工作物 6,243,492,280     １年内償還予定地方債等 1,629,264,800

        工作物減価償却累計額 -3,199,734,535     未払金 14,596,334

        船舶 2,980,000     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -2,979,999     前受金 990

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 173,767,422

        航空機 -     預り金 109,040,702

        航空機減価償却累計額 -     その他 36,918,826

        その他 - 負債合計 21,563,097,272

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 282,844,598   固定資産等形成分 68,648,929,280

      インフラ資産 34,782,277,827   余剰分（不足分） -19,108,445,969

        土地 2,307,408,031   他団体出資等分 -

        建物 1,827,102,116

        建物減価償却累計額 -1,164,930,263

        工作物 73,178,851,611

        工作物減価償却累計額 -41,986,037,550

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 619,883,882

      物品 10,131,011,972

      物品減価償却累計額 -8,486,001,874

    無形固定資産 21,482,658

      ソフトウェア 13,451,733

      その他 8,030,925

    投資その他の資産 6,978,941,108

      投資及び出資金 169,156,484

        有価証券 38,473,791

        出資金 130,682,693

        その他 -

      長期延滞債権 121,293,822

      長期貸付金 14,592,583

      基金 6,676,865,218

        減債基金 1,892,377,524

        その他 4,784,487,694

      その他 2,837,188

      徴収不能引当金 -5,804,187

  流動資産 4,299,028,653

    現金預金 1,950,224,726

    未収金 45,274,154

    短期貸付金 491,496,846

    基金 1,352,880,504

      財政調整基金 1,352,880,504

      減債基金 -

    棚卸資産 428,811,485

    その他 32,919,434

    徴収不能引当金 -2,578,496

  繰延資産 - 純資産合計 49,540,483,311

資産合計 71,103,580,583 負債及び純資産合計 71,103,580,583

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日

至　令和3年3月31日

科目 金額

  経常費用 21,758,645,861

    業務費用 7,828,543,421

      人件費 2,498,019,017

        職員給与費 1,874,379,605

        賞与等引当金繰入額 173,007,422

        退職手当引当金繰入額 165,918,728

        その他 284,713,262

      物件費等 5,063,126,339

        物件費 2,343,212,543

        維持補修費 214,526,665

        減価償却費 2,505,387,131

        その他 -

      その他の業務費用 267,398,065

        支払利息 114,073,430

        徴収不能引当金繰入額 8,041,854

        その他 145,282,781

    移転費用 13,930,102,440

      補助金等 12,064,515,238

      社会保障給付 1,834,547,021

      その他 31,040,181

  経常収益 1,176,670,272

    使用料及び手数料 807,856,569

    その他 368,813,703

純経常行政コスト 20,581,975,589

  臨時損失 1,960,204,445

    災害復旧事業費 1,930,650,575

    資産除売却損 28,995,930

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 557,940

  臨時利益 19,056,465

    資産売却益 19,056,465

    その他 -

純行政コスト 22,523,123,569



【様式第3号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 49,446,702,660 69,045,856,057 -19,599,153,397 -

  純行政コスト（△） -22,523,123,569 -22,523,123,569 -

  財源 22,394,882,884 22,394,882,884 -

    税収等 10,980,662,951 10,980,662,951 -

    国県等補助金 11,414,219,933 11,414,219,933 -

  本年度差額 -128,240,685 -128,240,685 -

  固定資産等の変動（内部変動） -525,107,890 525,107,890

    有形固定資産等の増加 2,045,859,895 -2,045,859,895

    有形固定資産等の減少 -2,537,895,230 2,537,895,230

    貸付金・基金等の増加 1,624,096,963 -1,624,096,963

    貸付金・基金等の減少 -1,657,169,518 1,657,169,518

  資産評価差額 221,067 221,067

  無償所管換等 529,904,204 529,904,204

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -344,333,706 -404,793,968 60,460,262 -

  その他 36,229,771 2,849,810 33,379,961

  本年度純資産変動額 93,780,651 -396,926,777 490,707,428 -

本年度末純資産残高 49,540,483,311 68,648,929,280 -19,108,445,969 -

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日

至　令和3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日

至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 19,228,111,127

    業務費用支出 5,298,008,687

      人件費支出 2,448,144,698

      物件費等支出 2,591,604,951

      支払利息支出 114,073,430

      その他の支出 144,185,608

    移転費用支出 13,930,102,440

      補助金等支出 12,064,515,238

      社会保障給付支出 1,834,547,021

      その他の支出 31,040,181

  業務収入 21,290,143,750

    税収等収入 10,984,413,160

    国県等補助金収入 9,120,864,256

    使用料及び手数料収入 817,964,243

    その他の収入 366,902,091

  臨時支出 1,931,208,515

    災害復旧事業費支出 1,930,650,575

    その他の支出 557,940

  臨時収入 1,612,693,000

業務活動収支 1,743,517,108

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,542,301,676

    公共施設等整備費支出 2,045,859,895

    基金積立金支出 1,007,433,131

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 489,008,650

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,234,205,327

    国県等補助金収入 688,400,677

    基金取崩収入 1,156,788,394

    貸付金元金回収収入 366,950,678

    資産売却収入 21,930,286

    その他の収入 135,292

投資活動収支 -1,308,096,349

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,069,320,013

    地方債等償還支出 2,008,854,777

    その他の支出 60,465,236

  財務活動収入 2,053,200,000

    地方債等発行収入 2,053,200,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 112,601,007

本年度歳計外現金増減額 -3,560,306

本年度末歳計外現金残高 109,040,701

本年度末現金預金残高 1,950,224,726

財務活動収支 -16,120,013

本年度資金収支額 419,300,746

前年度末資金残高 1,422,007,437

比例連結割合変更に伴う差額 -124,158

本年度末資金残高 1,841,184,025



１.重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア.昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路・河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ.昭和60年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券

なし

②満期保有目的以外の有価証券

ア.市場価格のあるもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

イ.市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

③出資金

ア.市場価格のあるもの

なし

イ.市場価格のないもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

当するものとしています。

こととします。

ないため、附属明細書の③投資及び出資金の明細において実質価額の算出は行わない

また、公益法人への出資金については、公益法人の貸借対照表上に資本金の記載が

安芸市
連結財務書類における注記

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

なお、実質価額の低下割合が30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該

1



（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法は以下の通りです。

個別法による低価法（住宅団地整備事業特別会計）

先入先出法による原価法（水道事業会計）

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 6 年 ～ 50 年

工作物 3 年 ～ 75 年

物品 2 年 ～ 50 年

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法

ソフトウェアについては、見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。

③

ます。）

・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（５）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

ます。

ています。

②退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

③損失補償等引当金

なし

④賞与等引当金

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ. ア以外のファイナンス・リース取引

  　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

翌年度の6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

ア .所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

 　 料総額が300万円以下のファイナンス・リースを除きます。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引

及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除き

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し
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②オペレーティング・リース取引

なし

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

を含んでいます。

（８）消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理

２.重要な会計方針の変更等　（令和2年度における変更点）

（１）会計方針の変更

なし

（２）表示方法の変更

なし

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更

なし

３.重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の大幅な変更

なし

（３）地方財政制度の大幅な改正

なし

（４）重大な災害等の発生

なし

４.偶発債務

なし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

（１）補償債務及び損失補償債務負担の状況

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払い
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５.追加情報

（１）連結対象団体（会計）

※区分は地方財政法第5条第1号の規定に基づいています。

す。

②地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

しています。

（３）表示単位未満の取扱い

る場合があります。

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア.範囲

売却予定とされている公共資産

イ.内訳

なし

なお、出納整理期間を設けていない（団体）会計と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

安芸市土地開発公社 地方三公社・第三セクター等 全部連結 ―

高知県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

こうち人づくり広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

高知県市町村総合事務組合（消防補償等業務） 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.7%

安芸広域市町村圏特別養護老人ホーム組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 20.2%

高知県広域食肉センター事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

団体（会計）名 区分 連結の方法
比例連結

割合

安芸広域市町村圏事務組合(一般会計） 一部事務組合・広域連合 比例連結 28.7%
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